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しかも単身高齢者の相対的貧困率が非常に高いのも特

徴です。貧困率でみると高齢女性の 44％、男性も 30％

が貧困です。年収で言うと、127 万円の貧困線を下回

る世帯です。

　これらが示すことは、誰もがある日突然「ひとり難民」

になり、困難に直面する可能性があるということです。

身元保証人がいない、日常生活のちょっとしたことが

できない、資産の管理や終活などが課題になることは

明らかです。

◆終身サポート問題の経過

　身寄りのない人の急増や消費者被害の多発などの状

況に危機感を持った国は、24 年 6 月に 9省庁連名で『高

齢者等終身サポート事業者ガイドライン』を出しまし

た。それくらい幅広い課題を含んでいるということで

す。

　いまは営利団体中心の事業となっていますので、厚

労省を中心に何とかルール化を図り、誰でもアクセス

でき、被害を出さないようにしたいと取り組みが進ん

でいます。社会福祉法を改正して、第 2 種社会福祉事

業にこの事業を位置付け（届け出制）、社協に任せてい

る「日常生活自立支援事業」を拡充して社協や社会福

祉法人に実施主体として働いてもらおうという想定が

なされています。

　その後、25 年 11 月に民間の事業者協会が自主的に

設立されました。事業者団体もあまり不穏な事業者が

増えてしまうと事業の信頼性自体がなくなるので、事

業者団体を創って自主規制をしようということです。

設立した方は信頼できる方なのですが、参入事業者が

どうかというのは、なかなか難しいところです。

　その後も社会保障審議会の福祉部会などを中心に議

論がされています。地域福祉に関わる事業として第 2

種福祉事業に位置付け、市町村の責務の一環として支

援体制を構築する、新たな事業を設立することが決まっ

ています。営利企業も届け出すれば参入できます。

　また法務省の法制審議会が「成年後見制度」を人権

擁護の観点からですが、成年後見の類型を「補助」に

一本化して、今までより柔軟に使いやすくするように

する民法改正を行うとのことです。終身サポートと成

年後見は連続性のある制度ですので、ここもよく見て

いく必要があります。

◆はじめに

　「終身サポート」とは、「実質的に身寄りのない人」

のための人権や日常生活、財産、死後までをサポート

することです。終身サポート事業は現在、民間主導で、

公的機関の関与・監督のない自己契約の制度となって

いますが、これからの時代、誰がどう担うか、どう規

制するかという喫緊の問題があります。最近、“終活詐

欺”という言葉が話題になっていますが今後、反社会

的勢力（反社）の人たちが「終身サポート」に参入し

てくると予想されています。終身サポート事業者を装

い高齢者の財産を身ぐるみ剥いで、役所の前にぽいと

置いてくなんてことが起こり得ます。

　いま、予想外のスピードで「実質的に身寄りのない

人」が増加をしています。皆さんも身近なところで実

感されていると思いますが、介護保険制度ができた頃

に全く想像しなかったことが起きています。いまだ社

会保障制度は 1960 年代の高度成長期に確立された昭和

の家族モデルで、「家族が全て支える」発想に基づいて

設計されていますので、「身寄りがない人」の激増は想

定外だったのです。欧米では社会保障は「家族単位で

はなく個人単位でセーフティーネットを構築する」が

基本になっています。成人後は家族ではなく、個人が

国家の支援対象に明確に位置付けられています。日本

も多様なリスクへの支援を家族ではなく個人を支える

という制度設計に転換する時期にきているのではない

でしょうか。

◆ある日突然「 ひとり難民」 になる

　男性の生涯未婚率は 1970 年 1.7％でしたが、2020 年

には 28.25％まで上がっています。すごい変化です。

そして就職氷河期の中高年も非婚、未婚の方が多いの

で、親の介護が終わるころには単身高齢者になります。

いわゆる身寄りのない単身者が減るということは想定

されません。

　世帯主が 65 歳以上の世帯のうち約 7 割が独居または

夫婦のみで、そのうち高齢の単独世帯が 52.5％です。

性別は圧倒的に女性が多く 7 割弱です。理由は明らか

で、老老介護しながら暮らす夫婦も男性が先に亡くなっ

て女性が生き残る傾向のため、女性の単独世帯が多く

なります。子どもや親族がいても、別居や遠方居住、

関係も希薄化しています。
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　2025 年度第 1 回 参加システム研究所オープン研究会 「＜終身サポート＞事業の課題と可能性」

◆終身サポートとは

　終活と終身サポートは、混在して使われがちですが

ちょっと違います。終活は人生の最期に向けた準備で、

意思決定支援や入退院支援、死後の事務、エンディン

グノートなどを準備しましょうということが言われて

います。一方終身サポートは、それらを含めて健康、命、

財産、身元保証、身辺整理、そしてお墓まで含めた総

合的な生活支援、見守りということに伴走型で支援す

るというしくみです。終活というのは、いわゆる終身

サポートに含まれるものと思っていただければいいか

と思います。

　総務省の仕分けによると、だいたい三つのサービス

事業の類型があります。一つは「身元保証サービス」、

二つめは「日常生活支援サービス」この中にはいわゆ

る日常生活の身の回りのちょっとしたことを助ける生

活支援サービスと財産や金銭管理のサービスとがあり

ます。そして三つめは「死後事務サービス」です。家

族がいれば家族がこれだけのことをやっているという

ことです。

◆身元保証問題

　実はそもそも医療や福祉といった命に関わる現場で

は、身元保証を要件とするということ自体が禁止され

ているのです。身元保証以外の何か代わりの方法を検

討すべきだと言われていますが、現在まで実質的に身

元保証が求められる場合が多くあります。

　例えば、医療機関に入院するとき 65％は身元保証人

を条件としています。医療同意の問題もそうです。介

護施設に入居するときは、96％の人たちが契約時に本

人以外の誰かの署名を求められているそうです。賃貸

住宅だけは一部、住宅セーフティーネット法でサポー

トを受けて、保証人なしで生活ができている方もいま

すが、現実問題として身元保証は身寄りのない単身者

にとってハードルの高い問題になります。

　本来ならば身元保証はなくすべきなのですが、現実

的に身元保証が不要な社会にはなっていないので、身

元保証を家族や関係者に代わってやってくれる事業者

が必要になっているのです。

◆孤独死・孤立死

　そして、孤立死した方や病院や施設で亡くなった方

等の死亡後の対応手続きを誰がやるのかという問題が

あります。人が亡くなると、死亡届を出し、遺体を引

き取って、火葬埋葬して、事後の始末をするというこ

とが必要になるわけです。身寄りのない遺体の引き取

り手がない場合、死亡地で火葬する義務がありますの

で、各自治体がローカルルールで対応しています。

　実際に全国で 30 人に 1 人引き取り手がいない、東京

都では 15 人に 1 人と言われており、中高年の孤立死も

含めて単身者の孤独死問題が深刻な状況です。

　孤立死については、内閣府が 2025 年 4 月に初めて数

字を公表したのですが、死後 8 日以上経って発見され

た方が 2024 年に 2 万 1856 人、男性が 8 割を占めます。

現状では多くが自治体の職員や施設職員、各機関の専

門職が無償で事後処理をしているのが実態です。

　では、身元保証などを終身サポート事業で行う場合、

どのようなサービスがあるのか。まずは身元保証サー

ビスですが、医療、介護、入退院、施設入所、医療同意、

死亡退去時の身柄引き取り、緊急連絡先などの事務が

あると言われています。

　また、日常生活支援サービスは、日常の生活周りで

一人ではできないことに対する生活支援です。専門性

が高いのが財産管理関係で、財産関係や契約関係に関

わる手続きの代行、金銭管理、送金、預貯金の取引、

自治体等に対する重要な手続きや書類等の管理、保管

などがあります。もし認知機能が低下して契約内容が

分からなくなったら、成年後見制度に移行するのが現

在の考え方ですが、事業者から成年後見への移行をど

のように進める、引き継ぐかなど難しい問題もありま

す。

　それから死後事務サービスがあります。残置物の処

分や遺品の整理と引き渡し、諸手続き、埋葬、相続人

への遺産等の引き渡しなど多岐にわたります。

◆終身サポート事業の課題

　身寄りのない方の死後事務等に対しては自治体の福

祉、医療、行政職が無償で対応している現実がありま

すが、全国では“無縁遺骨”が約 6 万柱も保管されて

いると言われています。

　それから“終活詐欺”などの消費者被害が多発して

います。事業者主導で公的制度が全く追い付いていな

い現状のなか、冒頭お話したように反社の人たちも今、

終身サポートの勉強を一生懸命やっていると思います。

福祉や社協関係の方たちも危機感を持っています。

　現状では法的根拠がなく、所管も決まっていないな

か、ようやく実態把握から事業者のガイドライン策定、

法制化を目指すという動きになってきましたが、社会

的規制とか人権擁護など、実質的なサポートが機能す

るかは未知数で、今国会の法案がどうなるか注目され

るところです。

　諸外国の制度は基本的に地域包括ケアのような制度

の中で身寄りの有無に関係なく単身者のサポートもし

ていますが、日本では介護保険は面倒を見られる家族

がいるということが前提で作られている制度になりま

す。

　介護保険外の世話や見守り、日々の介護は家族がや

るものだという前提で今も制度が運営されていますが、

その介護保険サービス自体がいま、抑制動向にあるの



9参加システム　Ｎｏ .164　2026.5

はご存じの通りだと思います。深刻な人材と資源の不

足、財源の不足で、介護が家族に押し戻される政策動

向にあります。併せて厚労省も経済産業省も保険外サー

ビスに誘導しようという動きが強くなっていて、保険

料を払ってきたのに介護保険サービスが使えないとい

う方たちが増えつつあります。低所得者層は、介護保

険サービスの自己負担分が支払えないと利用控えする

ことが現実的に起きています。高額負担の場合、調整

の仕組みなどがありますが、それでも必ず一定の現金

支出がありますのでそれが負担になっています。さら

に、単身高齢者の貧困率は 30％程度と想定されていま

すが、やはり費用負担が困難な現実があります。低所

得の人の終身サポートをどうするかも課題です。

◆制度的課題と政策動向

　法的な裏付け、罰則、規制ルールのような社会的規

制が働くかが重要になっていきます。国は終身サポー

ト事業者の認定制度や都道府県への届け出制を検討し

ています。知事は必要に応じて経営実態を調査して違

反事業者には事業停止や罰則を課すと言っていますが、

違反事業者を事業停止に追い込むためにはやはり法的

根拠というのが必要になります。　そして、法改正に

ついては、厚労省が主導しているようですが、いまだ

に所管、監督官庁が決まっていないのが実態です。

　事業の運営や評価をめぐる仕組みが必要ですが、こ

こも法律がどうなるか。やはり事業者の自主規制では

不十分ということもあって、利用者にも分かりやすい

事業評価の仕組み、事業の継続性の担保、事業の財政

基盤の確認と基金等の保険機能が必要ではないかと言

われています。

　また、利用者保護の仕組みが重要なのですが、利用

者の安心と安全の確保、特に判断能力が明瞭な利用者

ばかりではありませんし、年を取ると細かいことが面

倒になって、契約書にびっしりと書かれていてもよく

分からない。そうした方たちに対して、どのような安

全保障があるかが大きな問題になります。消費者対策

として各制度縦割りという対応ではなく、意思決定支

援や権利擁護を担保できるようなルール化、仕組みが

必要になります。

　そして、成年後見制度に移行する件については契約

能力や移行への判断・判定を誰がどう行うのかも非常

に大きな問題です。後見制度への引き継ぎ、切り替え

の仕組みがどうなってくるか注目していただきたいと

思います。おそらく、現在社協がやっている日常生活

自立支援事業の拡充では、専門性もありますし幅広い

課題なので、とても追い付かないと思います。社協に

対する経済的支援、人的支援も含めて、誰がやるのか

を十分に検討する必要があると思います。

　終身サポート事業の利用者は、単身高齢者だけでは

投

なく、就職氷河期世代の中高年、親亡き後の障害者な

ど多岐にわたります。人生 100 年時代で 10 年から 50

年の長期にわたる伴走の仕組みが求められます。特に

今、就職氷河期世代の中高年の方たちは経済的にも厳

しく単身者が多いということもあり、終身サポートに

対して関心を持っています。

　国は事業の担い手として、社協、社会福祉法人、一

般社団、NPO 法人等を想定しています。営利企業もも

ちろん入ります。特に低所得単身者のサービス利用支

援には十分な財政措置が必要であることは先ほど申し

上げたとおりです。

◆当事者から見た課題

　当事者から見た共通する課題としては、まずは圧倒

的な情報格差による問題があります。専門的課題が多

いため、専門的な業界の方たちとの情報格差を埋める

だけのサポートが必要です。自治体による勉強会や啓

発、ネット検索だけではなく対面でのサポートなども

求められます。また当事者のリテラシーの向上、終活

と終身サポートの違いを理解できるようなきっかけづ

くりも考えなければいけません。

　そして、利用者の人権擁護と安心安全の担保。これ

は公的機関の介在が必要だと思います。事業者に対す

る社会的規制のルール、基準なども明確にする必要が

あります。さらに言えば、終身サポートの終末期まで

のフローにおいて認知機能低下後の後見制度への引き

継ぎなどが当事者も含めて理解が必要になります。こ

の切り替え時の判断を誰がどうするのか、事業者の丸

抱えになりかねないのではないかも含めて、デリケー

トな問題です。

　事業者選択については、利用の方法等の情報知識が

ないと選択できませんので、選択できるだけのリテラ

シーをどうやって高齢者等に保障するのか。利用の仕

方についての知識、チェックリストを使いこなせる力

の付与とサポートが必要です。

◆事業の担い手に期待するもの

　終身サポートは一時的な便利屋的サービスではなく、

人生の終わりまで寄り添い伴走する福祉的な支援であ

ることを理解できる事業者と契約する必要があります。

具体的には、高い倫理性と共感性、地域の生活や福祉、

介護、医療等への知識と理解、高く広い専門性の確保、

専門職や士業人材との連携ができる組織であるなど、

契約期間が長期にわたることから事業の継続性と社会

的信頼性、公共性、公益性を体現できる、日常生活支

援のノウハウを持っている。これが最低限、私たちが

利用する側になったときに望まれる資質になると思い

ます。


